
- 1 -

様式第３の２（第２条関係）

【書類名】 地域団体商標登録願

（【整理番号】）

（【提出日】 平成 年 月 日）

【あて先】 特許庁長官 殿

【商標登録を受けようとする商標】

【指定商品又は指定役務並びに商品及び役務の区分】

【第 類】

【指定商品（指定役務）】

【商標登録出願人】

（【識別番号】）

【住所又は居所】

【氏名又は名称】

（【国籍】）

【代理人】

（【識別番号】）

【住所又は居所】

【氏名又は名称】

（【手数料の表示】）

（【予納台帳番号】）

（【納付金額】）

【提出物件の目録】

【物件名】 商標法第７条の２第１項に規定する組合等であることを証
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明する書面 １

【物件名】 商標法第７条の２第２項に規定する地域の名称を含むもの

であることを証明する書類 １

〔備考〕

１ 【指定商品又は指定役務並びに商品及び役務の区分】の欄には、次の要領に

より記載する。

イ 「【指定商品（指定役務）】」は、商品（役務）の内容及び範囲を明確に

理解することができる表示をもつて記載する。地域の名称と商品（役務）と

の関係を、例えば、次のように記載する。

① 地域の名称が商品の産地であれば、「○○（地域の名称）産の○○（商

品名）」と記載する。

② 地域の名称が商品の主要な原材料の産地であれば、「○○（地域の名称

）産の○○（原材料名）を主要な原材料とする○○（商品名）」と記載す

る。

③ 地域の名称が商品の製法の由来地であれば、「○○（地域の名称）に由

来する製法により生産された○○（商品名）」と記載する。

④ 地域の名称が役務の提供の場所であれば、「○○（地域の名称）におけ

る○○（役務名）」と記載する。

ロ 指定商品（指定役務）を具体的に説明する必要があるときは、説明書に、

「指定商品（指定役務）の説明」と記載し、商品の生産、製造若しくは使用

の方法、原材料、構造、効能若しくは用途又は役務の内容、効能、提供の方

法若しくは用途の説明その他の必要な説明を記載する。この場合において、

「【提出物件の目録】」の欄に「【物件名】」の欄を設けて「指定商品（指

定役務）の説明書」と記載する。

ハ ２以上の商品（役務）を指定する場合は、それぞれの指定商品（指定役務

）の区切りにコンマ（，）を付さなければならない。

ニ 商品及び役務の区分が２以上ある場合は、区分の番号順に、商品及び役務

の区分並びにその区分に属する指定商品（指定役務）を次のように、繰り返

して記載する。
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【第 類】

【指定商品（指定役務）】

【第 類】

【指定商品（指定役務）】

２ 「商標法第７条の２第１項に規定する組合等であることを証明する書面」は、

登記事項証明書等及び同項の定めが規定されている組合等の設立根拠法律の写

しとする。この場合において、当該写しに代えて「【氏名又は名称】」の欄（

「【代表者】の欄を設けたときはその欄）の次に「【法人の法的性質】」の欄

を設けて、当該設立根拠法律の該当条文その他必要な事項を記載することがで

きる。

３ 「商標法第７条の２第２項に規定する地域の名称を含むものであることを証

明する書類」は、出願に係る商標構成中の地域の名称と商標の使用をしている

商品（役務）との密接な関連性を示す新聞、雑誌、書籍等の記事若しくはパン

フレット、カタログ、広告又は商品（役務）に関する商標の使用規則等とする。

４ 商標法第７条の２第１項の規定による商標登録を受けようとする商標が使用

をされた結果自己又はその構成員の業務に係る商品又は役務を表示するものと

して需要者の間に広く認識されていることを証明する必要があるときは、「【

提出物件の目録】」の欄に「【物件名】」の欄を設けて「商標法第７条の２第

１項に係る商標として需要者の間に広く認識されていることを証明する書類」

と記載し、当該書類を添付する。

５ その他は、様式第２の備考と同様とする。


